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実効ある人権救済機関・制度の確立を 
       真の人権政策確立にむけた最大の山場を闘いぬこう  
 

第 20 波中央集会で闘いの決意を新たに 

「同和」行政の総合調整窓口の設置が必要  
｢部落解放基本法｣制定要求国民運動第 20 波中央集

会を、２月12日午前、東京・千代田区公会堂でひらき

各地実行委員会を中心に1,000 人が参加、第154 通常

国会を最大の山場として、①「人権教育・啓発推進法」

を展開するための「基本計画」の策定②人権救済に関

する法律、制度③「地対財特法」後の「同和」行政の

あり方、総合的・調整窓口の問題、などにとりくむこ

と、また、③に関連して地方段階でも同様のとりくみ

を地方自治体にたいしておこなうことを確認した。 

集会には多数の国会議員が出席し、各政党を代表し

て、自見庄三郎（自民党・衆議院議員）、久保哲司（公

明党・衆院議員）、松浪健四郎（保守党・衆議院議員）、

北橋健治（民主党・衆議院議員）、中西績介（社民党・

衆議院議員）、大江康弘（自由党・参議院議員）から、

最大の山場にむけた闘いの決意表明を受けた。 

 開会あいさつで、組坂繁之・副会長は心を一つにし

て闘いを盛りあげ、成果を勝ちとろう。この国会が闘

いの正念場だ、と訴えた。板橋興宗・会長は、主催者

あいさつで当面の闘いの課題を語りながら、日本の人

権施策の確立のために、よりいっそう活動しよう、と

呼びかけた。 

基調報告で高橋正人・事務局長は、今国会での３つ

の闘いの獲得目標を示し、取り組みの具体的方向を示

した。 

また、国民運動に結集する自治体、企業、労組、宗

教、女性、学者・研究者が、それぞれの立場と課題に

ついて決意を示した。 

◆  ◆  ◆ 

 同日午後には、実行委員会の要請団が各政党への要

請行動に取り組み、①人権教育・啓発の「基本計画」

の策定②人権救済にむけた法制度の充実③「同和」行

政の総合調整窓口の設置の課題について、各党代表へ

の要請をおこなった。要請先は以下のとおり。 

麻生太郎（自民党・政調会長）、東順治（公明党同和対

策等人権問題委員会・委員長）、松浪健四郎（保守党人

権擁護問題議員連盟・事務局長）、北橋健治（民主党部

落解放推進委員会・事務局長）、中西績介（社民党部落

解放運動推進委員会・委員長）、大江康弘（自由党国会

対策副委員長・参議院議員） 

野党も人権救済機関の検討をすすめる 

民主党・「差別禁止法案大綱」を作成へ 
民主党の部落解放推進委員会（委員長=中野寛成・

衆議院議員）が１月 30 日午後、衆議院第１議員会館

で第 22 回会合をひらき、衆・参両院の国会議員 62人

（代理含む）が出席し、①政府の「人権擁護法案（仮

称）」にたいする国会対応②狭山再審請求への対応③

「地対財特法」期限後の移行対策④人権教育・啓発推

進に向けたとりくみ⑤新たな人権法制の研究など今後

の活動の意思統一をおこなった。 

★  ★  ★ 

また、民主党は、２月６日午前、衆議院第１議員会

館で人権・消費者調査会（会長=石毛えい子・衆議院

議員）第８回会議をひらき、「人権教育・啓発基本計画」

について、人権フォーラム 21 やアムネスティ・イン

ターナショナル日本支部などからヒアリングを受け、

「基本計画」（中間とりまとめ）の問題点を協議した。

今後の活動として、人権救済機関の設置を踏まえ、民

主党として「差別禁止法案大綱」を作成する方向で検

討を進めることなどを確認した。 

社民党・実効ある救済機関にむけてとりまとめ 
２月６日、社民党部落解放運動推進委員会がひらかれ、

法務省から「人権擁護法案（仮称）大綱」の説明を受

け、今後、党として実効ある機関、制度の確立に向け

て見解を取りまとめることにした。 




